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１．福岡県の地理的概況

福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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１－①． アジアの中の福岡

１１１１

本県は、「東京よりも上海」 「大阪よりも釜山」に近いという地理的な条件から、古来よ

り、日本におけるアジア大陸への玄関口として発展してきました。
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１－②． 福岡県の地勢図
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本県は、｢玄界灘（げんかいなだ）｣｢響灘（ひびき

なだ）｣｢周防灘（すおうなだ）｣｢有明海（ありあけかい）

｣により、三方を海に囲まれています。

また、｢三郡山地（さんぐんさんち）｣｢脊振山地

（せふりさんち）｣｢古処山地（こしょさんち）｣｢耳納山

地（みのうさんち）｣等の山地と、その間を流れる

｢筑後川（ちくごがわ）｣｢遠賀川（おんががわ）｣

｢山国川（やまくにがわ）｣等の河川、これら河川

の流域に開けた肥沃な平野など自然に恵

まれた地域です。

２２２２
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１－③． 福岡県の行政区域

九州で最も高い工業集積､ 技術集積を有し
ている
鉄鋼､ 化学などの基礎素材型産業に加え、
自動車、システムＬＳＩ、ロボットなど
の加工組立型産業が集積

九州の管理中枢機能や第３次産業
の集積が進み、西日本のリーディ
ングゾーンとして発展

かつての産炭地域
現在は自動車産業の立地が進み、産業構造
は大きく変わりつつある。

豊かな自然と農林水産業や地場産
業､ 商工業などの多様な産業､ 文
化､ さらに個性ある都市群など､
魅力に満ちた地域

３３３３

福岡地域（１０市９町１村）

筑後地域（９市３町）

筑豊地域（５市９町１村）

北九州地域（４市９町）

本県は、北九州・福岡の両政令市を 含め、２８市、３０町、２村で構成されます。

これらの６０市町村は、地理的・歴史的・経済的・社会的特性などから、大きく４つの地

域に分けられます。
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１－④． 福岡県の気候

平均気温・平均降水量 （1981～2010年の平均，福岡・東京の比較）

※気象庁データから作成

４４４４

本県は、梅雨前線の影響を受けやすい地域に位置しています。
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１－④． 福岡県の気候

平均日照時間・平均風速 （1981～2010年の平均，福岡・東京の比較）

※気象庁データから作成
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0

100

200

300

400

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

平
均

日
照

時
間

（
時

間
）

0

1

2

3

4

平
均

風
速

（
m

/
s）

福岡（平均日照時間） 東京（平均日照時間） 福岡（平均風速） 東京（平均風速）

本県は、北西の季節風が吹きつける冬季において、曇や雨の日が多く日照時間が

短い傾向にあります。



２．福岡県の人口・世帯数

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

２－①． 福岡県の人口・世帯数 （平成22年）

（９位）2,110千世帯
（４.０６％）

51,951千世帯世帯数

（９位）5,072千人
（３.９６％）

128,057千人人口

（全国順位）
福岡県全国

●九州・沖縄の３分の１を超える人口

福岡県は、九州最大の人口が集積しており、

平成２２年度現在で、九州の総人口の３４.７％

を占めています｡

６６６６
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14,597千人

資料：総務省統計局「国勢調査」

福岡
３２.６％

福岡
３４.７％

昭和60年
（1985年）

平成22年
（2010年）
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２－②． 福岡県の人口の推移

資料）総務省統計局「国勢調査」

（平成10年）
人口５００万人を突破

石炭産業の衰退により
人口が減少

（Ｈ23現在）
508万人

本県の石炭産業はエネルギー革命により衰退し、人口も昭和30年代中期以降の４～

５年間は減少傾向にありました。

昭和40年代中期以降は、工業の地方分散と第３次産業の成長が行政機関・流通・

情報機能の集中度が高い本県経済に有利に作用し、人口も増加に転じました。
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２－③． 福岡県の世帯数の推移

世帯当たり人口が
３人を割る

８８８８

資料）総務省統計局「国勢調査」

核家族化の進展により、本県の世帯当たり人員は徐々に低下しており、平成に入る頃

には３名を割り込みました。
（H22現在）

世帯総数 ： 2１1万世帯

一般世帯当たり人員 ： ２.３５人/世帯

全国平均 （市部） （郡部）

2.42 2.39 2.72

（参考）平成22年全国データ

全国の一般世帯当たり人員（人／世帯）
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２－④． 福岡県の世帯構成（平成22年）
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本県の世帯構成は、単身世帯（一人暮らし）が多いことが特徴です。

これは、人口当たりの学生数が多いことなどが影響したものと考えられます。
※ 平成20年度学校基本調査（文部科学省）によると、本県の人口当たりの学生数は全国8位（24.3人/千人）となっています。

資料）総務省統計局「国勢調査」

福 岡 県
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２－⑤． 福岡県の将来推計人口

１０１０１０１０

福岡

全国

これまで増加傾向にあった本県の人口は、今後減少に転ずる見込みです。

平成47年時点では、本県の人口は444万人程度になるとの予測があります。

資料） 総務省「国勢調査」
国立社会保障･人口問題研究所

※2005年,2010年の合計値は、
年齢不詳を含む。
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３．福岡県の産業

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－①． 福岡県の県内総生産額（実質・連鎖方式） （平成21年度）

資料）内閣府「国民経済計算」，福岡県「県民経済計算」
※参考値であり、総生産額と１次産業＋２次産業＋３次産業とはならない。

１１１１１１１１

(3.8%)(福岡県の比率）

４９５.４兆円全国

(38.3%)(35.2%)(13.7%)(37.0%)(福岡県の比率）

４０.３兆円１１.０兆円１.２兆円５１.２兆円九州・沖縄

１５.４兆円３.９兆円０.２兆円１９.０兆円福岡県

３次産業 ※2次産業 ※1次産業 ※

県内総生産額・国内総生産額 （平成２１年度）
（単位：ＰＪ）

本県の県内総生産額は１９.０兆円で、九州・沖縄の３７.０％、全国の３.８％を占めて

います。

産業３部門別では、1次産業の比率は低く、３次産業の比率が高くなっています。
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３－②． 福岡県の県内総生産額（実質・連鎖方式） の推移①

資料）内閣府「国民経済計算」，福岡県「県民経済計算」

（3.75%）17.8 兆円474.7 兆円平成１３年度

（3.78%）18.0 兆円476.7 兆円平成１２年度

(3.79%)19.2 兆円507.2 兆円平成１７年度

(3.77%)18.8 兆円497.9 兆円平成１６年度

(3.77%)18.5 兆円490.8 兆円平成１５年度

（3.77%）18.1 兆円479.9 兆円平成１４年度

(3.83%)19.0 兆円495.4 兆円平成２１年度

(3.79%)19.2 兆円505.8 兆円平成２０年度

(3.76%)19.8 兆円525.5 兆円平成１９年度

(3.77%)19.5 兆円516.0 兆円平成１８年度

（全国比）
県内総生産額国内総生産額

１２１２１２１２

国内総生産額に占める本県の比率は、３.８％前後でほとんど変化していません。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－②． 福岡県の県内総生産額（実質・連鎖方式） の推移②

１３１３１３１３

（36.7%）17.8 兆円48.5 兆円平成１３年度

（36.8%）18.0 兆円49.0 兆円平成１２年度

（37.1%）19.2 兆円51.8 兆円平成１７年度

（37.0%）18.8 兆円50.8 兆円平成１６年度

（36.9%）18.5 兆円50.1 兆円平成１５年度

（36.8%）18.1 兆円49.1 兆円平成１４年度

（37.0%）19.0 兆円51.2 兆円平成２１年度

（36.7%）19.2 兆円52.2 兆円平成２０年度

（37.1%）19.8 兆円53.3 兆円平成１９年度

（37.1%）19.5 兆円52.4 兆円平成１８年度

（九州・沖縄比）
県内総生産額

九州・沖縄
総生産額

資料）内閣府「国民経済計算」，福岡県「県民経済計算」

九州・沖縄各県の県内総生産額（合計額）に占める本県の比率は、３７％前後でほと

んど変化していません。
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３－③． 県内地域毎の事業所数・従業員数・製造品出荷額

事業所数
2,112事業所（34.2％）

従業員数
6万2,390人（28.6％）

製造品出荷額
1兆9,252億円（23.5％）

１４１４１４１４

筑後地域（９市３町）
筑豊地域（５市９町１村）

北九州地域（４市９町）

○ 事業所が多いのは、生活関連型（食料品・印刷等）の事業所が多い「福岡地域」

○ 従業員数・製品出荷額が多いのは、基礎素材型（鉄鋼・金属等）や加工組立型（輸送機器等）

の事業所が多い「北九州地域」

事業所数
1,585事業所（25.7％）

従業員数
7万8,318人（35.9％）

製造品出荷額
3兆8,155億円（46.5％）

事業所数
1,727事業所（28.0％）

従業員数
4万4,221人（20.3％）

製造品出荷額
1兆332億円（12.6％）

事業所数
748事業所（12.1％）

従業員数
3万3,163人（15.2％）

製造品出荷額
1兆4,336億円（17.5％）

事業所数：6,172事業所 従業員数：21万8,092人 製造品出荷額：8兆2,076億円

福岡地域（１０市９町１村）

福岡県内の事業所数等（製造業関係）

資料）経済産業省「平成22年工業統計表」

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

近似線の傾き：69,232百万円／年

R2 = 0.525
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３－④． 福岡県の製造品出荷額等の推移

昭和56年
6兆911億円

平成22年
8兆2076億円

福岡県における製造品出荷額等の推移 （昭和56年以降）

１５１５１５１５

資料）経済産業省「平成22年工業統計表」

本県の県内総生産額は、６９０億円/年程度の増加傾向にあります。



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－⑤． 福岡県において出荷額の多い上位１０業種 （平成２２年）

資料）経済産業省「平成22年工業統計表」

１６１６１６１６

(38.5%)8,207,581 百万円製造業計

(17.5%)1,436,588 百万円その他

(37.4%)(3.2%)260,669 百万円汎用機械器具製造業10

(38.9%)(3.2%)262,316 百万円生産用機械器具製造業9

(14.6%)(3.4%)278,935 百万円電子部品・デバイス・電子回路製造業8

(45.2%)(4.3%)354,755 百万円窯業・土石製品製造業7

(52.1%)(4.9%)399,402 百万円金属製品製造業6

(31.4%)(5.4%)445,211 百万円化学工業5

(43.0%)(8.0%)656,191 百万円飲料・たばこ・飼料製造業4

(32.5%)(10.6%)867,743 百万円食料品製造業3

(54.8%)(10.9%)897,659 百万円鉄鋼業2

(58.0%)(28.6%)2,348,112 百万円輸送用機械器具製造業1

（対九州比）
※沖縄を除く（製造業計比）

製造品出荷額等

（平成２２年）

本県の製造品出荷額の２８.６％を、輸送用機械器具製造業が占めています。

また、鉄鋼業や食料品製造業の占める割合も１０％を超えています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

輸送機械, 28.6%

鉄鋼, 10.9%

食料品, 10.6%飲料・たばこ, 8%

化学, 5.4%

金属, 4.9%

窯業・土石, 4.3%

生産用機械, 3.2%

汎用機械, 3.2%

その他, 17.5%

電子デバイス,
3.4%

輸送機械, 17.6%

電気機械, 13.2%

食料品, 10.9%

鉄鋼, 8.2%一般機械, 7.3%

金属製品, 6.5%

化学, 6.2%

飲料・たばこ, 6%

出版・印刷, 5.7%

窯業・土石, 5.3%

その他, 13.3%

３－⑥． 福岡県の主要産業出荷額の変化 （平成12年・平成２２年）

資料）経済産業省「平成22年工業統計表」

１７１７１７１７

２０１０年
（平成２２年）

２０００年
（平成１２年）

本県の製造品出荷額の内訳を平成１２年と平成２２年で比較すると、輸送機械の比

率が大きく上昇しており、鉄鋼・食料品も一定の高い比率を維持しています。



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－⑦． 出荷額の多い上位３業種の上位市町村 （平成２２年）

資料）経済産業省「平成22年工業統計表」

１８１８１８１８

本県の製造品出荷額の多い上位３業種の上位市町村は、「北九州地域」に多い

製品出荷額の多い上位３業種の上位市町村

福岡地域 北九州地域 筑後地域 筑豊地域

輸送機械 苅田町 1,173,776 百万円 宮若市 861,166百万円 みやこ町 65,829百万円 北九州市 59,475百万円 久留米市 31,469百万円

鉄鋼 北九州市 771,915 百万円 苅田町 20,787百万円 直方市 10,272百万円 鞍手町 10,890百万円 久山町 10,560百万円

食料品 福岡市 176,128 百万円 古賀市 93,123百万円 北九州市 67,978百万円 新宮町 55,182百万円 八女市 42,862百万円

５位１位 ２位 ３位 ４位

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－⑧． 県内の主な自動車製造拠点

資料）福岡県「北部九州自動車150万台先進生産拠点プロジェクト」

１９１９１９１９

近年、本県に自動車製造拠点の集積が進みつつあり、輸送用機械器具製造業の出

荷額が増加傾向にある大きな要因となっています。



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区グリーンアジア国際戦略総合特区

課題解決のための方策課題解決のための方策

新成長戦略７分野のうち新成長戦略７分野のうち

グリーン・グリーン・グリーン・グリーン・
イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション

グリーン・グリーン・グリーン・グリーン・
イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション

アジアアジアアジアアジア
経済戦略経済戦略経済戦略経済戦略

アジアアジアアジアアジア
経済戦略経済戦略経済戦略経済戦略

本地域のポテンシャル

●●●●環境問題への長年の取組み
●●●●世界的競争力をもつ産業集積
●●●●アジアとの緊密なネットワーク

本地域の本気度

●●●●地域独自の支援措置を実施
●●●●産学官が一丸となって推進

下支え下支え下支え下支え下支え下支え下支え下支え

アジアとのシームレスなビジネス環境の実現

アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、
環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化

アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、アジアの活力を取り込み、
環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化環境を軸とした産業の競争力を強化

都市環境インフラの
パッケージ化によるアジア展開

ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ 環境配慮型製品の開発・

生産拠点の構築

ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ 資源リサイクル等に関する

次世代拠点の形成

ⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢⅢ

ⅣⅣⅣⅣⅣⅣⅣⅣ

日本経済の日本経済の日本経済の日本経済の

成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！

日本経済の日本経済の日本経済の日本経済の

成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！成長・発展に貢献！

福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で

先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！

福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で福岡をアジアの中で

先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！先進的・魅力ある地域に！

３－⑨． グリーンアジア国際戦略総合特区

２０２０２０２０

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

３－⑨． グリーンアジア国際戦略総合特区

１ 推進体制１ 推進体制

●●●● 九州経済連合会九州経済連合会九州経済連合会九州経済連合会、、、、福岡・北九州商工会議所などの地元経済界、九州大学などの大学・福岡・北九州商工会議所などの地元経済界、九州大学などの大学・福岡・北九州商工会議所などの地元経済界、九州大学などの大学・福岡・北九州商工会議所などの地元経済界、九州大学などの大学・
研究機関９部会３００社を超える民間企業が地域協議会に参加研究機関９部会３００社を超える民間企業が地域協議会に参加研究機関９部会３００社を超える民間企業が地域協議会に参加研究機関９部会３００社を超える民間企業が地域協議会に参加

地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進地域一丸となって推進

県・両政令市の共同事務局設置

２ 地域独自の支援措置２ 地域独自の支援措置

●●●● 福岡県企業立地促進交付金の５％上乗せ福岡県企業立地促進交付金の５％上乗せ福岡県企業立地促進交付金の５％上乗せ福岡県企業立地促進交付金の５％上乗せ

●●●● 不動産取得税（県）の課税免除不動産取得税（県）の課税免除不動産取得税（県）の課税免除不動産取得税（県）の課税免除

●●●● 固定資産税（北九州市・福岡市）の課税免除固定資産税（北九州市・福岡市）の課税免除固定資産税（北九州市・福岡市）の課税免除固定資産税（北九州市・福岡市）の課税免除

●●●● 北九州市環境エネルギー・技術革新企業集積特別助成北九州市環境エネルギー・技術革新企業集積特別助成北九州市環境エネルギー・技術革新企業集積特別助成北九州市環境エネルギー・技術革新企業集積特別助成

●●●● グリーンアジア国際戦略総合特区推進資金の創設グリーンアジア国際戦略総合特区推進資金の創設グリーンアジア国際戦略総合特区推進資金の創設グリーンアジア国際戦略総合特区推進資金の創設
県・両政令市が共同で新たな融資制度を創設県・両政令市が共同で新たな融資制度を創設県・両政令市が共同で新たな融資制度を創設県・両政令市が共同で新たな融資制度を創設 などなどなどなど

●●●● 平成２４年８月３１日に指定区域の拡大が決定。平成２４年８月３１日に指定区域の拡大が決定。平成２４年８月３１日に指定区域の拡大が決定。平成２４年８月３１日に指定区域の拡大が決定。

指定区域は大牟田市、久留米市など県南部を新たに加え、１９市町、面積は３．５倍に大きく拡大。指定区域は大牟田市、久留米市など県南部を新たに加え、１９市町、面積は３．５倍に大きく拡大。指定区域は大牟田市、久留米市など県南部を新たに加え、１９市町、面積は３．５倍に大きく拡大。指定区域は大牟田市、久留米市など県南部を新たに加え、１９市町、面積は３．５倍に大きく拡大。

３ 区域の拡大３ 区域の拡大

全国のトップを切って特区制度を活用全国のトップを切って特区制度を活用

●●●● 全国初の総合特区支援利子補給金の活用全国初の総合特区支援利子補給金の活用全国初の総合特区支援利子補給金の活用全国初の総合特区支援利子補給金の活用 東邦チタニウム㈱東邦チタニウム㈱東邦チタニウム㈱東邦チタニウム㈱

●●●● 全国初の国際戦略総合特区指定法人に指定全国初の国際戦略総合特区指定法人に指定全国初の国際戦略総合特区指定法人に指定全国初の国際戦略総合特区指定法人に指定 ㈱安川電機㈱安川電機㈱安川電機㈱安川電機

●●●● 次々と県内企業を指定法人に指定次々と県内企業を指定法人に指定次々と県内企業を指定法人に指定次々と県内企業を指定法人に指定
三菱電機三菱電機三菱電機三菱電機㈱㈱㈱㈱、ダイハツ九州㈱、、ダイハツ九州㈱、、ダイハツ九州㈱、、ダイハツ九州㈱、電気化学工業電気化学工業電気化学工業電気化学工業((((株株株株))))、さらに自動車関連企業等、さらに自動車関連企業等、さらに自動車関連企業等、さらに自動車関連企業等を指定を指定を指定を指定

㈱安川電機へ法人指定書を交付

環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！環境配慮型製品の生産拠点化を加速！

２１２１２１２１



４．福岡県のエネルギー需要

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

４－①． 県内のエネルギー販売量 （平成２２年度）

※１ 資料）社団法人日本電気協会「電気事業便覧」

※２ 資料）社団法人日本ガス協会

※３ 資料）日本ＬＰガス協会

２２２２２２２２

(福岡県の比率）

1,922,00053,24234,142九州・沖縄

(33.6%)(55.3%)(35.5%)

(3.9%)(2.0%)(4.0%)(福岡県の比率）

16,445,5331,476,923304,230全国

646,70629,42312,114福岡県

単位：ｔ ※３単位：百万ＭＪ ※２単位：百万kWｈ ※１

ＬＰガス
販売量

ガ ス
販売量

使用電力量
（電 灯）

本県は、九州・沖縄の 「使用電力量 （電灯） 」 「ＬＰガス販売量」 の３５％前後、

「（都市） ガス販売量」 の５０％以上を占める、一大エネルギー消費県となっています。
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Fukuoka Prefecture
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４－②． 県内における電力販売量の推移 （平成２２年）

資料）九州電力資料

県内の電力販売量

九州電力の電力販売量
平成23年度：854億ｋWh

２３２３２３２３

（九電の電力販売量に
占める割合）（37.7％）（38.1％） （37.8％）（37.6％）

本県における電力販売量は、九州電力の電力販売量の１/３以上であり、本県の取組

みが電力需給の安定化に与える影響は大きいものと考えられます。

電灯
【一般家庭等）

その他
（業務・産業用等）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

４－③． 県内の最終エネルギー消費 （平成２２年度）

２４２４２４２４

(福岡県の比率）

1378978951,929九州・沖縄

(35.0%)(38.6%)(31.5%)(35.0%)

(4.6%)(4.1%)(3.7%)(4.0%)(福岡県の比率）

1,0428,4587,53717,037全国

48346282676福岡県

運輸部門
（乗用車）

民生部門産業部門

最終エネルギー消費（電力･熱配分後） （平成２２年度）
（単位：ＰＪ）

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当

本県の最終エネルギー消費は九州・沖縄の３５％を占めますが、特に民生部門・運輸

部門でその比率が高い傾向にあります。



福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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４－④． 県内における最終エネルギー消費の推移

※ 四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。

エネルギー消費量

676 PJ

48 PJ

346 PJ

282 PJ

平成22年度
（推計値）

105.8％

153.4％

146.3％

76.0％

平成22年度/

平成２年度平成２年度

639 PJ

31 PJ

236 PJ

371 PJ

合計

運輸部門
（乗用車）

民生部門

産業部門

《県内の最終エネルギー消費の推移》

合計

産業部門

民生部門

運輸部門（乗用車）

２５２５２５２５

本県の最終エネルギー消費は、産業部門が低下傾向にある一方、民生部門・運輸部

門が増加傾向にあります。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

(福岡県の
比率）

-27261373961247913074105895九州・沖縄

(20.3%)(21.6%)(47.2%)(21.0%)(33.6%)(33.3%)(8.1%)(15.2%)(31.5%)

(2.0%)(2.4%)(7.0%)(1.6%)(3.8%)(3.4%)(2.0%)(2.7%)(3.7%)
(福岡県の

比率）

-3072,6663292,6561,6076,9512902965867,537全国

-8 5381872626610616282福岡県

重複
調整

他業種

中小製
造業

機械

鉄鋼
非鉄
窯業
土石

化学
化繊
紙パ

建設業
鉱業

農林
水産業

製造業非製造業

産業部門

（単位：ＰＪ）

４－⑤． 県内の産業部門におけるエネルギー消費 （平成２２年度）

２６２６２６２６

本県の産業部門における最終エネルギー消費は、９４％以上が製造業由来であり、

特に「鉄鋼・非鉄・窯業・土石」の比率が高くなっています。（産業部門全体の２/３）

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

粒銑、粒鉄、冷却材、路盤材、セメント原料・スチールシ
ョット、マザーメタル・ブリケット、溶接フラックス再生
製造、プライマリーフラックス、製鋼用フラックス・銅イ
ンゴット

京都郡苅田町日本磁力選鉱(株)

京都郡苅田町

田川郡香春町

豊前市

北九州市戸畑区

北九州市若松区

北九州市若松区

所在地 主要製品工場名

鋳鋼品、機械設備部品(株)香春製鋼所

製鋼補助材料、鋼製型枠、土木用鉄鋼製品日鐵住金建材(株) 豊前ニッテックス工場

鋼材製品の加工豊鋼材工業(株) 苅田工場

自動車用鋼板、電磁鋼板、鉄道用レール、容器用鋼板、土
木建設用鋼管、ステンレス鋼板新日鐵住金(株)八幡製鐵所

鉄鋼圧延用ロール、射出成型機用シリンダースクリュー、
建築用接合金物(株)日立金属若松

形鋼、鋼板、鋼矢板東京製鐵(株) 九州工場

鉄鋼業

資料）九州経済産業局「九州の主な工場」

２７２７２７２７

４－⑥． 県内の基礎素材型産業 （主な製造拠点）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

大牟田市

大牟田市

大牟田市

大牟田市

北九州市若松区

北九州市若松区

所在地 主要製品工場名

研磨材、非鉄金属
三井金属鉱業(株) レアメタル事業部
三池レアメタル工場

酸化亜鉛三池製錬(株) 化成品工場

粗酸化亜鉛三池製錬(株) 熔錬工場

アルミニウム合金、高純度アルミ、アルミ鋳物製品、半導体
製造装置用部品等の製造販売九州三井アルミニウム工業(株)

スポンジチタン（航空機用・一般工業用・民生品用 材料）東邦チタニウム(株) 若松工場

海底光ケーブル(株)ＯＣＣ 海底システム事業所

非鉄金属製造業

資料）九州経済産業局「九州の主な工場」

２８２８２８２８

４－⑥． 県内の基礎素材型産業 （主な製造拠点）



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

コンクリートパイル、ボックスカルバート田川市水谷建設工業(株) 田川本店工場

ポルトランドセメント田川市
麻生ラファージュセメント(株)
田川工場

高級耐火炉材、アルミ溶湯部材、れんが、バーライト大牟田市
三井金属鉱業(株)
セラミックス事業部大牟田工場

セメント京都郡苅田町
麻生ラファージュセメント(株)
苅田工場

京都郡苅田町

中間市

北九州市八幡西区

北九州市八幡西区

北九州市小倉南区

北九州市小倉北区

北九州市戸畑区

所在地 主要製品工場名

無機顔料、微量要素肥料、電子材料用フリット
東罐マテリアル・テクノロジー(株)
九州工場

窯炉用耐火煉瓦、不定形耐火物、ファインセラミックス黒崎播磨(株)

セメント三菱マテリアル(株) 

セメント宇部興産(株) 苅田セメント工場

水栓金具、ホーローバス、手すり、浴室換気暖房乾燥機ＴＯＴＯ(株) 小倉第二工場

衛生陶器ＴＯＴＯ(株) 小倉第一工場

自動車用安全ガラス、水酸化マグネシウム、不燃建材、
自動車用加工旭硝子(株) 北九州工場

窯業・土石製品製造業
資料）九州経済産業局「九州の主な工場」

２９２９２９２９

４－⑥． 県内の基礎素材型産業 （主な製造拠点）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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４－⑦． 県内の産業部門におけるエネルギー消費の推移

※ 四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。

エネルギー消費量

282 PJ

16 PJ

（187 PJ）

266 PJ

平成22年度
（推計値）

76.0％

68.4％

73.3%

76.5％

平成22年度/

平成２年度平成２年度

371 PJ

24 PJ

（255 PJ）

348 PJ

合計

非製造部門

うち鉄鋼・非鉄・
窯業土石

製造部門

《県内の産業部門におけるエネルギー消費の推移》

製造部門

鉄鋼・非鉄・窯業土石

非製造部門

３０３０３０３０

産業部門においては、製造部門・非製造部門ともにエネルギー消費が低下傾向にあ

ります。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

４－⑧． 県内の産業部門におけるエネルギー消費原単位の推移

製造部門

３１３１３１３１

産業部門においては、エネルギー消費の効率化が進んでいます。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」及び
福岡県「県内経済計算」から事務局で計算

※ＧＪ（ギガジュール）：十億ジュール ※１ＧＪはガソリン２９リットル分の熱量に相当

近似線の傾き： -1.42GJ/生産額百万円/年

R2 = 0.7136
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《県内の産業部門におけるエネルギー消費原単位の推移》

※エネルギー消費原単位（GJ／生産額百万円）＝ 産業部門の総エネルギー消費 ÷ 県内総生産額（１次産業＋２次産業）

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

４－⑨． 県内の民生部門におけるエネルギー消費 （平成２２年度）

３２３２３２３２

(福岡県
の比率）

(41.5%)(39.6%)(40.7%)(31.0%)(45.2%)(56.4%)(40.6%)(36.2%)(38.6%)

411012712914639483414897九州･沖縄

(5.0%)(4.4%)(4.6%)(3.0%)(4.7%)(7.0%)(4.3%)(3.8%)(4.1%)
(福岡県
の比率）

3399032381,3521,4093154,5553,9038,458全国

17 4011406622196150346福岡県

他業務
誤差

対個人
サービス

対事業所
サービス

公共
サービス

商業
金融

不動産

水道
廃棄物

業務他家庭

民生部門

（単位：ＰＪ）

本県の民生部門における最終エネルギー消費は、九州・沖縄の３８％以上と高い比

率を占めています。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当



福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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４－⑩． 県内の民生部門におけるエネルギー消費の推移

エネルギー消費量

345 PJ

150 PJ

195 PJ

平成22年度
（推計値）

146.3％

145.0％

148.0％

平成22年度/

平成２年度平成２年度

236 PJ

102 PJ

135 PJ

合計

家庭

業務他

《県内の民生部門におけるエネルギー消費の推移》

業務他

家庭

３３３３３３３３

本県の民生部門における最終エネルギー消費は、「業務他」 「家庭」ともに増加傾向に

あります。

※ 四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」
※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当

福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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３次産業に係る県内総生産額（兆円）

３４３４３４３４

《県内の民生部門（業務他）におけるエネルギー消費原単位・３次産業に係る県内総生産額の推移》

※エネルギー消費原単位（GJ／生産額百万円） ＝ 民生部門（業務他）の総エネルギー消費 ÷ 県内総生産額（３次産業）

民生部門（業務他）のエネルギー消費原単位
（ＧＪ／生産額百万円）

民生部門（業務他）においては、経済活動が活発化しており、またエネルギー利用の効

率化も進んでいないため、エネルギー消費量が増大傾向にあると考えられます。

４－⑪． エネルギー消費（業務他）と県内総生産額の関係

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」及び
福岡県「県内経済計算」から事務局で計算

※ＧＪ（ペタジュール）：十億ジュール ※１ＧＪはガソリン２９リットル分の熱量に相当



福 岡 県
Fukuoka Prefecture

４－⑪． エネルギー消費（業務他）と県内総生産額の関係

３５３５３５３５

「民生部門（業務他）におけるエネルギー消費」と「３次産業に係る県内総生産額」には

強い相関がみられます。

（近似線）
y = 0.0185x - 97933

R2 = 0.888
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資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」及び
福岡県「県内経済計算」から事務局で計算

※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当

《民生部門（業務他）におけるエネルギー消費と３次産業に係る県内総生産額の相関表》

福 岡 県
Fukuoka Prefecture ３６３６３６３６
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《県内の民生部門（家庭）におけるエネルギー消費原単位・県内世帯数の推移》

※エネルギー消費原単位（GJ／世帯） ＝ 民生部門（家庭）の総エネルギー消費 ÷ 世帯数

県内世帯数（千世帯）

民生部門（家庭）のエネルギー消費原単位
（ＧＪ／世帯）

民生部門（家庭）においては、世帯当たりのエネルギー消費は緩やかに低下していますが

、県内世帯数が増加しているため、エネルギー消費量が増大傾向にあると考えられます。

４－⑫． エネルギー消費（家庭）と県内世帯数の関係

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」及び
総務省統計局「国勢調査」、福岡県「福岡県の人口と世帯年報」から事務局で計算

※ＧＪ（ペタジュール）：十億ジュール ※１ＧＪはガソリン２９リットル分の熱量に相当
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４－⑫． エネルギー消費（家庭）と県内世帯数の関係

３７３７３７３７

「民生部門（家庭）におけるエネルギー消費」と「県内世帯数」には強い相関がみられま

す。

資料）独立行政法人 経済産業研究所 研究員 戒能一成 「都道府県別エネルギー消費統計（平成24年10月改訂版）」及び
総務省統計局「国勢調査」、福岡県「福岡県の人口と世帯年報」から事務局で計算

※ＰＪ（ペタジュール）：千兆ジュール ※６８ＰＪが福岡ドーム１杯分の原油の熱量に相当

《民生部門（家庭）におけるエネルギー消費・県内世帯数の相関表》

５．福岡県のエネルギー供給
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５－①． 九州電力関連の電力供給設備

資料）九州電力資料

九州電力関連の電力供給設備 （平成24年３月31日現在）

３８３８３８３８

２,３５５.１万ｋＷ２４１ヶ所発電設備合計

２９１.８万ｋＷ４５ヶ所九州電力以外 他社計

２,０６３.３万ｋＷ１９６ヶ所九州電力 計

２１.２万ｋＷ６ヶ所地熱発電所
（地熱バイナリー）

０.３万ｋＷ１ヶ所太陽光発電所

０.３万ｋＷ２ヶ所風力発電所

５２５.８万ｋＷ２ヶ所原子力発電所

３９.５万ｋＷ３４ヶ所内燃力発電所
（ガスタービンを含む）

１,１１８.０万ｋＷ１０ヶ所汽力発電所

３５８.２万ｋＷ１４１ヶ所水力発電所

設備量設備量設備量設備量箇所数箇所数箇所数箇所数供給設備供給設備供給設備供給設備

九州電力が所有する発電設備は２,０６０万ｋＷ強で、ＩＰＰ（卸電力事業）等を加えると、

九州電力関連の電力供給設備は約２,３５０万ｋＷ強となります。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

５－②． 県内の火力発電設備

※九州電力等資料を基に県で作成

九州電力(株) 苅田発電所
石炭（36万ｋＷ）
石油（37.5万ｋW）

九州電力(株)新小倉発電所
LNG（60万ｋＷ×3基）

戸畑共同火力(株)
LNG（25万ｋＷ，37,5万ｋW）
石炭（15.6万ｋW，11万ｋW）

新日鐵住金(株)戸畑発電所
石炭（13.7万ｋＷ）

九州電力(株) 豊前発電所
石油（50万ｋW×2基）

（0.12万ｋW×3基）

大牟田リサイクル発電(株)
ＲＤＦ（2.06万ｋＷ）

(株)シグマパワー 有明三池発電所
石炭（4.75万ｋＷ）

３９３９３９３９

本県には、九州電力関連の発電設備合計の約２０％に相当する、計４６０万ｋＷ強の

火力発電設備が立地しています。

九州電力(株)小呂島発電所
石油（290ｋＷ） 県内の総発電能力

４６３万４９９０ｋＷ
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５－③． 鉱物性燃料の輸入状況

４０４０４０４０

○ リーマンショックの影響などにより、鉱物性燃料の輸入量は平成２１年に減少

○ 東日本大震災後の火力発電の稼働増に伴い、平成２３年は液化天然ガスの輸入量

が増加している
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石炭（千ｔ）

原油及び粗油（百万Ｌ）

ＬＮＧ（千ｔ）

ＬＮＧ（千ｔ）

原油及び粗油（百万Ｌ）

資料）財務省「貿易統計」，門司税関
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５－③． 鉱物性燃料の輸入状況

４１４１４１４１

○ 平成２１年は、「燃料相場の下落」に伴い輸入金額も減少

○ 平成２３年は、「燃料相場の上昇」「東日本大震災後の火力発電の稼働増」に伴い、

輸入金額が増加している

福岡県（輸入金額） 全国（輸入金額）

石炭（百万円）

ＬＮＧ（百万円）

原油及び粗油（百万円）

資料）財務省「貿易統計」，門司税関

石炭（百万円）

ＬＮＧ（百万円）

原油及び粗油（百万円）

平均輸入単価 （全国） 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

石炭 千円／ｔ 9.33 15.92 12.71 11.44 14.03 

原油及び粗油 千円／ｋＬ 51.25 67.26 35.51 43.83 54.65 

液化天然ガス 千円／ｔ 47.00 67.17 43.80 49.59 60.96 
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3,000kW 
2,000kW 

1,000kW 
認定件数 ３２カ所（全国２位）
認定出力 ８２,０５７ｋＷ（全国３位）

※稼働済 ６カ所（計 ９,５２８ｋＷ）

※計画中 ２６カ所（計７２,５２９ｋＷ）

メガソーラー大牟田発電所

稼働：2010年11月
九州ソーラーファーム１

稼働：2012年7月

響灘太陽光発電所

稼働：2008年2月

＜稼働中＞

＜稼働中＞

＜稼働中＞

５－④． 県内のメガソーラー

県内におけるメガソーラーの状況
（H24.11末現在，経済産業省発表）

４２４２４２４２

再生可能エネルギー固定価格買取制度の施行により、本県

ではメガソーラーを建設する動きが加速しています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

5

4

3

2

1

順位 都道府県名 導入件数（件）

愛知県 ６７,１８７

埼玉県 ５２,４５４

福岡県 ４８,６４７

東京都 ４７,８２５

静岡県 ４４,８５３ 5

4

3

2

1

順位 都道府県名 導入設備容量（kW）

愛知県 ２６２,６２６

埼玉県 １９１,７０１

福岡県 １８９,４８７

静岡県 １８０,５７９

東京都 １６６,７１９

５－⑤．住宅用太陽光発電の導入状況

導入件数（平成6年度～平成23年度） 導入設備容量（平成6年度～平成23年度）

※県が一般社団法人太陽光発電協会データ等を基に集計

４３４３４３４３

本県は、住宅用太陽光発電設備の導入が進んだ先進県の一つとなっています。
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響灘風力発電所

稼働：2003年3月

15,000kW 

(1,500kW×10)

＜代表例＞

５－⑥． 県内の風力発電

1,990kW 

テトラエナジー

ひびき風力発電所

稼働：2006年11月

＜代表例＞

※県が市町村アンケート等を基に独自に集計

４４４４４４４４

本県では、北九州市内に大型の風力発電設備が設置され

ています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

1,600kW 

＜代表例＞

５－⑦． 県内のその他再生可能エネルギー発電設備

＜代表例＞

【バイオマス】
福岡市 クリーンパーク･東部

稼働：2005年7月

29,200kW 

※県が市町村アンケート等を基に独自に集計

【水力発電】

南畑発電所

稼働：1911年10月

４５４５４５４５

水力発電 １６カ所 （ 20,985kW）

バイオマス発電 ２０カ所 （104,755kW）
※バイオマス発電の発電能力は、設備容量にバイオマス比率

を乗じて算出

本県では、ごみ発電を始めとしたバイオマス発電や、中小水力発電設備の導入も進んで

います。
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５－⑧． 福岡県における再生可能エネルギー発電設備の累積導入量

合計

バイオマス発電（ごみ発電を含む）
※設備容量にバイオマス比率を乗じて算出

地熱発電

水力発電

風力発電

太陽光発電

再生可能エネルギー発電の種類
平成２２年度末の

累積導入量（ｋＷ）
平成２３年度末の

累積導入量（ｋＷ）

（住宅用） １１１１４０４０４０４０，，，，２８９２８９２８９２８９．．．．６６６６ １１１１８９８９８９８９，，，，４８７４８７４８７４８７．．．．４４４４

（非住宅用） １６１６１６１６，，，，３１０３１０３１０３１０．．．．８８８８ １７１７１７１７，，，，５１４５１４５１４５１４．．．．４４４４

１７１７１７１７，，，，２９０２９０２９０２９０．．．．３３３３ １７１７１７１７，，，，３１３３１３３１３３１３．．．．４４４４

２０２０２０２０，，，，９８５９８５９８５９８５．．．．００００ ２０２０２０２０，，，，９８５９８５９８５９８５．．．．００００

００００．．．．００００ ００００．．．．００００

１０４１０４１０４１０４，，，，７５５７５５７５５７５５．．．．００００ １０４１０４１０４１０４，，，，７５５７５５７５５７５５．．．．００００

２９９２９９２９９２９９，，，，６３０６３０６３０６３０．．．．６６６６ ３５０３５０３５０３５０，，，，０５５０５５０５５０５５．．．．１１１１

平成２３年度に
約５万ｋＷ 増加！

※県における推計値（市町村アンケート等を基に独自に推計）

４６４６４６４６

本県内では、再生可能エネルギー発電設備の導入が順調に増加しています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

５－⑨． 福岡県における固定価格買取制度の認定状況

うちメガソーラー

１３５,４０３ ｋＷ２,５３５,１５６ ｋＷ非住宅用

合計

地熱発電

バイオマス発電

中小水力発電

風力発電

太陽光発電

再生可能エネルギー発電の種類 全国の認定設備容量 福岡県の認定設備容量

住宅用 ７２７,１２７ ｋＷ ３２,１８８ ｋＷ

（１,４２３,７６３ ｋＷ） （８２,０５７ ｋＷ）

３４３,４５０ ｋＷ ０ ｋＷ

１,８９７ ｋＷ ０ ｋＷ

４０,３７５ ｋＷ ０ ｋＷ

４８ ｋＷ ０ ｋＷ

３,６４８,０５４ ｋＷ １６７,５９１ ｋＷ

固定価格買取制度に基づく認定設備容量（経済産業省発表）

5

4

3

2

1

順位 都道府県名 認定設備容量（kW）

北海道 557,235 kW

鹿児島県 194,084 kW

福岡県 167,591 kW

兵庫県 161,741 kW

愛知県 137,053 kW

固定価格買取制度に基づく認定設備容量（都道府県別順位） （経済産業省発表） ※H24.11末現在

４７４７４７４７

再生可能エネルギー固定価格買取制度の施行により、本県では再生可能エネルギーの

導入が加速度的に進んでいます。



福 岡 県
Fukuoka Prefecture
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導入目標値

導入実績値

580,000kW

900,000kW

299,630kW

580,000kW
(H28年度末)

目標値

900,000kW
(H32年度)

現状値

再生可能エネルギー
導入容量(設備容量)

299,630kW
(H22年度末)

平成32年度目標
900,000kW

平成22年度末
299,630kW

平成28年度目標
580,000kW

平成23年度末
350,055kW

※県が市町村アンケート等を基に独自に集計
※平成２８年度目標は、県総合計画の目標値

５－⑩． 福岡県における再生可能エネルギー導入目標

４８４８４８４８

６．エネルギーに関する
福岡県のポテンシャル
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九州工業大学
生命体工学研究科
（色素増感太陽電池）

九州大学
炭素資源国際教育研究センター
（石炭，石油，バイオマス）

Ｈ２

電源開発(株)

若松研究所
（石炭ガス化 etc）

産業技術総合研究所
水素材料先端科学研究センター
（水素エネルギー）

九州大学

・水素エネルギー国際研究センター

（水素エネルギー）

・ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ･ｴﾈﾙｷﾞｰ国際研究所

（水素エネルギー，ＣＯ２回収･貯留）

・次世代燃料電池産学連携研究センター

（燃料電池）

九州大学
地球熱システム学研究室
（地熱エネルギー）

九州大学
応用力学研究所
（風レンズ風車）

Ｈ２

公益財団法人 水素エネルギー製品研究試験センター

（水素エネルギー）

６－①． 県内に所在するエネルギー関連の主な研究機関

■ エネルギー関連の主な研究機関

４９４９４９４９

県内には、エネルギー関連の研究機関等が多数集積しています。

これらの研究機関と連携して、本県ではエネルギー新産業の支援・育成を目指しています。

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

①①①① 地球温暖化対策の推進地球温暖化対策の推進地球温暖化対策の推進地球温暖化対策の推進
②②②② 新エネルギーの普及促進新エネルギーの普及促進新エネルギーの普及促進新エネルギーの普及促進
③③③③ 地域イノベーションの創出地域イノベーションの創出地域イノベーションの創出地域イノベーションの創出

水素エネルギー製品研究試験センター水素エネルギー製品研究試験センター水素エネルギー製品研究試験センター水素エネルギー製品研究試験センター

福岡水素エネルギー人材育成センター福岡水素エネルギー人材育成センター福岡水素エネルギー人材育成センター福岡水素エネルギー人材育成センター

産業技術総合研究所産業技術総合研究所産業技術総合研究所産業技術総合研究所
水素材料先端科学研究センター水素材料先端科学研究センター水素材料先端科学研究センター水素材料先端科学研究センター

水素タウンの整備水素タウンの整備水素タウンの整備水素タウンの整備

水素ハイウェイの構築水素ハイウェイの構築水素ハイウェイの構築水素ハイウェイの構築

水素先端世界フォーラム水素先端世界フォーラム水素先端世界フォーラム水素先端世界フォーラム

水素人材育成水素人材育成水素人材育成水素人材育成

水素エネルギー新産業の水素エネルギー新産業の水素エネルギー新産業の水素エネルギー新産業の
育成・集積育成・集積育成・集積育成・集積

研究開発研究開発研究開発研究開発

世界最先端の世界最先端の世界最先端の世界最先端の
水素情報交流拠点の構築水素情報交流拠点の構築水素情報交流拠点の構築水素情報交流拠点の構築

社会実証社会実証社会実証社会実証
（実証活動）（実証活動）（実証活動）（実証活動）

６－②． 福岡水素戦略（ Hy-Lifeプロジェクト）

５０５０５０５０

本県では、水素エネルギー分野におけるわが国最大の産学官連携組織 「福岡水素エ

ネルギー戦略会議」 を中核に、低炭素社会の実現と水素エネルギー新産業の育成・集

積を目指しています。
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６－③． 北九州スマートコミュニティ創造事業

５１５１５１５１

北九州市東田地区 （約120ｈａ）では、「北九州スマートコミュニティ創造協議会（６７企

業・団体）」を実施主体としたスマートコミュニティ実証事業が実施されています。

北九州北九州北九州北九州スマートコミュニティスマートコミュニティスマートコミュニティスマートコミュニティ創造事業創造事業創造事業創造事業
のののの概要概要概要概要

１ 実施主体

北九州スマートコミュニティ創造
協議会（６７企業・団体）

２ 実施地区

北九州市八幡東区東田地区
（約１２０ha）

３ 実施期間

平成２２年度～２６年度（５年間）

４ 事業規模

３８事業 １６３億円

地域節電所（ＣＥＭＳ）地域節電所（ＣＥＭＳ）地域節電所（ＣＥＭＳ）地域節電所（ＣＥＭＳ）

ITITITIT網網網網ITITITIT網網網網

ビル

蓄電・蓄熱

－ ＋

発電負荷

空調

負荷

空調

BEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMSBEMS/FEMS

照明

一般家庭

HEMSHEMSHEMSHEMS スマートメータスマートメータスマートメータスマートメータ

負荷

空調

負荷

空調

照明

東田コジェネ東田コジェネ

ｺﾐｭﾆﾃｨ設置
型蓄電池

－＋－＋

太陽光発電

【地域節電所】
（CEMS: Cluster Energy Management System)

地域内の再生可能エネルギーや、
BEMS, HEMS、基幹電力とIT網で接
続し、最適なエネルギーマネジメント
を促す。

蓄電・蓄熱

－ ＋

発電蓄電・蓄熱

－ ＋

発電

【HEMS】
（Home Energy Management System)

地域節電所と連携し、家庭内の電
力制御を自動で行う。

【BEMS】
（Building and Energy Manage-
ment System)

地域節電所と連携し、ビル
の電力制御を自動で行う。

【FEMS】
（Factoｒｙ Energy Management 
System)

地域節電所と連携し、自然
エネルギーと工場特有の電
力変動を吸収して、電力の
安定性を確保する。

【スマートメータ】
地域節電所と双方向の通信を行い、電力料金等の通知を受信し、
電力使用量を送信する。

宅内表示器宅内表示器

７．地域エネルギー政策研究会に
期待する役割
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○エネルギー・電力は国民生活や経済活動の基盤。

○地方においても、

① 再生可能エネルギーの導入促進

② 燃料電池を含むコジェネ（熱電併給システム）など

の分散型電源の普及

③ 石炭や天然ガスによる高効率発電に民間事業者が

参入しやすい環境の整備

などエネルギー・電力源の多様化・分散化とともに、

④ 省エネルギーなどエネルギーの効率的利用を促進

する役割が期待されている。

地域エネルギー政策研究会 設置の背景

７－①． 地域エネルギー政策研究会 設置の背景

５２５２５２５２

福 岡 県
Fukuoka Prefecture

地域エネルギー政策研究会 設置の目的

７－②． 地域エネルギー政策研究会 設置の目的

○このような社会状況や、安定的なエネルギー・電力需給

を確保し、産業の活性化や雇用の確保を図る観点も

踏まえ、県における更なる取組みを検討することが必要。

○分散型電源や高効率発電の普及、エネルギーの効率的利用

の促進など地方の役割や取組みを幅広く研究するため、

外部有識者が参加する「地域エネルギー政策研究会」を

立ち上げることとした。

５３５３５３５３
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地域エネルギー政策研究会の主な検討テーマ

７－③． 地域エネルギー政策研究会 の主な検討テーマ

① 再生可能エネルギーの普及に向けた地方の役割と普及促進策

② 燃料電池を含むコジェネ（熱電併給システム）など分散型

電源の普及に向けた地方の役割と普及促進策

③ 石炭や天然ガスによる高効率発電の普及に向けた地方の役割

と普及促進策

④ エネルギーの効率的利用を促進するために地方が担うべき

役割と具体的な取組み

５４５４５４５４

福 岡 県
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地域エネルギー政策研究会の研究期間等

７－④． 地域エネルギー政策研究会の成果活用方針

○研究会の存続期間は、当面、２年間（平成２５～２６年度）

とする。

○研究会は概ね２～３ヶ月に１回程度の開催とする。

５５５５５５５５
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地域エネルギー政策研究会の成果活用方針

７－⑤． 地域エネルギー政策研究会の成果活用方針

県においては、

国や市町村等とも情報交換・連携を図りながら、

本研究会での議論を踏まえた報告や提言を踏まえ、

エネルギー・電力安定需給に資する新たな施策や

事業を展開していく予定。

５６５６５６５６

福 岡 県
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多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
確
保
し

効
率
的
に
利
用
す
る
社
会
の
実
現

① 多様なエネルギーの確保
（再生可能エネルギーの導入）

② エネルギの効率的利用
（省エネルギー・節電対策）

③ 地域における新たなエネルギー需給体制の構築

④ エネルギー産業の支援・育成

テーマ 施 策 展 開 の ４ つ の 柱

※平成２５年度福岡県エネルギー関連施策体系

７－⑥． 県におけるエネルギー施策展開の４つの柱

詳 細 に つ い て は 次 回 説 明

５７５７５７５７


